
障害者の雇用を支援するための施策

障害者の雇用の促進を図るため、障害者雇用率制度に基づく事業主への雇用率達成指導や、障

害特性等に応じたきめ細かな職業相談・職業紹介の実施に加え、次のような雇用支援策を実施す

ることにより、障害者本人や障害者を雇用する事業主を支援する。

（障害者試行雇用事業）１ 「トライアル雇用」による障害者雇用のきっかけづくり
障害者に関する知識や雇用経験がない事業所に対し、障害者を試行的に雇用する機会

を付与し、本格的な障害者雇用に取り組むきっかけづくりを進める事業。

※ 年度 人（ 年度 人）18 6,000 17 6,000

２ 職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援
知的障害者や精神障害者など職場での適応に課題を有する障害者に対して、職場適応

援助者（ジョブコーチ）を事業所に派遣し、きめ細かな人的支援（＊）を行うことによ
り、職場での課題を改善し、職場定着を図る。

＊主な支援内容
○障害者向け…職場内コミュニケーション、作業遂行力の向上支援 など
○事業主向け…職務内容の設定、指導方法に関する助言 など

※ジョブコーチ配置数 人（ 年 月現在）726 18 4

（障害者就業・生活支援センター事業）３ 就業面と生活面における一体的な支援
障害者の職業生活における自立を図るため、身近な地域において雇用、保健、福祉、

教育等の地域の関係機関のネットワークを形成し、就業面と生活面にわたる一体的な支
援（＊）を行う事業。

＊主な支援内容
①就業支援…就職に向けた準備支援（職業準備訓練、職場実習のあっせん）

求職活動、職場定着支援 など
障害特性を踏まえた雇用管理に関する助言

②生活支援…生活習慣形成、健康管理等の日常生活の自己管理に関する助言
住居、年金、余暇活動など生活設計に関する助言 など

※ 年度 センター（ 年度 センター）18 110 17 90

５ 企業ノウハウを活用した福祉施設における就労支援の促進
（障害者就労支援基盤整備事業）

障害者雇用に実績のある企業関係者の知識・経験等を活用して、福祉施設に対し、企
業での雇用についての理解の促進、就労支援に関するノウハウの向上を図る事業。

４ 障害者の態様に応じた多様な委託訓練
企業、社会福祉法人、ＮＰＯ法人、民間教育訓練機関等の地域の多様な委託訓練先を

開拓し、様々な障害の態様に応じた公共職業訓練を実施。

※ 年度 人（ 年度 人）18 6,300 17 6,000



「トライアル雇用」による障害者雇用のきっかけづくり 

～障害者試行雇用事業～ 

 

 障害者雇用の取組が遅れている事業所では、障害者雇用の経験が乏しいために、障害者

に合った職域開発、雇用管理等のノウハウがなく、障害者雇用に取り組む意欲があっても

雇い入れることに躊躇する面もあります。 

 また、障害者の側でも、これまでの雇用就労経験が乏しいために、「どのような職種が

向いているかが分からない」、「仕事に耐えられるだろうか」といった不安があります。 

 このため、障害者を短期の試行雇用（トライアル雇用）の形で受け入れることにより、

事業主の障害者雇用のきっかけをつくり、一般雇用への移行を促進することを目指しま

す。 

 

○ 期 間  ３か月間を限度（ハローワークの職業紹介により、事業主と対象障害者と

の間で有期雇用契約を締結） 

○ 奨励金  事業主に対し、トライアル雇用者１人につき、月５万円を支給 

○ 実施数  6,000人（平成18年度） 

○ 実 績  開始者数5,954人、常用雇用移行率82.0％（平成17年度） 
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職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援について 

 

知的障害者、精神障害者等の職場適応を容易にするため、職場にジョブコーチを派遣
し、きめ細かな人的支援を行う。 

地域障害者職業センターにおいてジョブコーチを配置して支援を実施するとともに、
就労支援ノウハウを有する社会福祉法人等や事業主が自らジョブコーチを配置し、ジョ
ブコーチ助成金を活用して支援を実施。 

 

◎ 支援の契機 

・ 就職時（雇用前又は雇入れと同時に支援を開始） 

・ 職場環境の変化等により職場適応上の問題が生じたとき 

 

◎ 支援内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 標準的な支援の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

◎ ジョブコーチ配置数（平成 18 年 4 月現在） 

計７２６人  地域センターのジョブコーチ   ３０４人 

第１号ジョブコーチ（福祉施設型）４０７人 

第２号ジョブコーチ（事業所型）  １５人 

 

◎ 支援実績（平成 17 年度、地域センター） 

支援対象者数  ３，０５０人、職場定着率（支援終了後６ヵ月） ８３．６％  

・ 障害の理解に係る社内啓発 

・ 障害者との関わり方に関する助言 

・ 指導方法に関する助言 

・ 作業遂行力の向上支援 

・ 職場内コミュニケーション能力の向上支援

・ 健康管理、生活リズムの構築支援 
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・ 障害特性に配慮した雇用管理に関する助言

・ 配置、職務内容の設定に関する助言 

・ 安定した職業生活を送るための家族の

関わり方に関する助言 



　就職を希望されている障害のある方、あるいは在職中の障害のある方が抱える課
題に応じて、雇用及び福祉の関係機関との連携の下、就業支援担当者と生活支援担
当者が協力して、就業面及び生活面の一体的な支援を行います。
（平成14年度より開始）

就業面と生活面における一体的な支援（障害者就業・生活支援センター事業）
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自立・安定した職業生活の実現
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◆ 障害者就業・生活支援センターでの業務の内容 

就業及びそれに伴う日常生活上の支援を必要とする障害のある方に対し、センター窓口での相

談や職場・家庭訪問等を実施します。 

＜就業面での支援＞  

○就職に向けた準備支援（職業準備訓練、職場実習のあっせん） 

○就職活動の支援 

○職場定着に向けた支援 

○障害のある方それぞれの障害特性を踏まえた雇用管理についての事業所に対する助言 

○関係機関との連絡調整 

＜生活面での支援＞ 

○生活習慣の形成、健康管理、金銭管理等の日常生活の自己管理に関する助言 

○住居、年金、余暇活動など地域生活、生活設計に関する助言 

○関係機関との連絡調整 

 

◆ 設置箇所数 

平成１８年度 １１０センター （１７年度 ９０センター） 

 



＜障害者の態様に応じた多様な委託訓練スキーム＞ 

 

 

委託契約

　

　＜委託元＞ 職　業　能　力　開　発　校

障害者職業
訓練コーディ
ネーター

地域の雇用ニーズ及び個々の障害者の態様に即した委託訓練をコーディネイト

障害者の訓練
ニーズの把握

障害者雇用
ニーズの把握

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜委託先＞

　

＜委託訓練の内容、期間等＞
○３月・月当たり１００時間標準（ｅ－ラーニングコースは、３～６月）
○訓練職種は、障害の態様及び地域の障害者雇用ニーズを
　勘案し、雇用の促進が図られると認められるもの
　　（ｅ－ラーニングコースは，ＩＴ技能に関するもの）
　
(1)知識・技能習得訓練ｺｰｽ　　(2)実践能力習得訓練ｺｰｽ　 (3)ｅ－ﾗｰﾆﾝｸﾞｺｰｽ
　

　

　
　

　
　

　　　民間教育訓練機関

　　　　社会福祉法人

　　　　　　　NPO法人

　

          企　　　業

事業所現
場を活用し
た訓練（１
～２月）

事業所現場を活
用した訓練（３月
以内）

事業所現場を活用した訓練
＜最長期間の場合＞
総訓練時間300時間で６月以内

　

　　企　業　障害者

　　委託先開拓

　　　　　　　厚　生　労　働　省

　　　　　　　都　道　府　県

　　推進会議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　《趣旨》
　障害のある人が居住する地域で、多様な委託先を活用した委託訓練を実施し、障害の
  ある人の雇用・就業の促進を図る。

委託先における
３月以内の訓練

委託先機関にお
ける３月以内の
訓練

職場実習（１月
以上）

あわせて６月以内

委託先における訓練
＜最長期間の場合＞
総訓練時間３００時間で６月以内

訓練期間を弾力化した訓練

職場実習を組み
込んで実施する
ことも可能

ｅ－ラーニングによる
３～６月以内のＩＴ技
能習得訓練（添削指
導、面接指導を行う）

　　　在宅就業支援団体等

○訓練職種
　障害の態様及
び地域の障害者
雇用ニーズを勘
案し、雇用の促
進が図られると
認められるもの

○訓練期間・訓
練時間
　３月・月１００時
間が標準

○委託料
　訓練受講生１
人当たり　６万円
／月上限



企業ノウハウを活用した福祉施設における就労支援の促進

労働局

福祉施設 企業

○ 企業における就労についての理解が不十分
○ 就労支援ノウハウの不足

企業からみた福祉的就労に対する問題意識

○ 施設での訓練だけでは技術面で未熟

○ 企業で働くということに対する意識が不十分

○ 基本的労働習慣が未形成

・ 障害者の雇用管理等の知識・経験を有する企業

の人材を「障害者就労アドバイザー」として登録

・ 一般雇用に関する理解、就労支援方法に

関する「福祉施設等就労支援セミナー」の実施

・ 「障害者就労アドバイザー」の派遣

これらの問題を解決し、福祉から雇用への移行を促進

福祉施設を利用している障害者の雇用に消極的

・一般雇用に対する不安
・企業の実態と乖離した作業内容
・作業に慣れた障害者でも、一般雇用への送り

出しに消極的

福祉施設における就労支援の問題点

～障害者就労支援基盤整備事業～
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